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令和７年度答申第３２号 

令 和 ７ 年 ９ 月 ５ 日  

 

諮問番号 令和７年度諮問第３８号（令和７年７月４日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 被爆者健康手帳の交付申請却下処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、原子爆弾被爆者

に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号。以下「被爆者援護法」

という。）１条３号に規定する被爆者に該当すると主張して、Ａ知事（以下

「処分庁」という。）に対し、被爆者援護法２条１項の規定に基づき、被爆者

健康手帳の交付の申請（以下「本件交付申請」という。）をしたところ、処分

庁が、審査請求人は上記の被爆者に該当しないとして、本件交付申請を却下す

る処分（以下「本件却下処分」という。）をしたことから、審査請求人がこれ

を不服として審査請求をした事案である。 

１ 関係する法令の定め等 

（１）被爆者援護法１条は、「被爆者」とは、同条各号のいずれかに該当する

者であって、被爆者健康手帳の交付を受けたものをいうと規定し、同条３

号には、「前二号に掲げる者のほか、原子爆弾が投下された際又はその後

において、身体に原子爆弾の放射能の影響を受けるような事情の下にあっ
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た者」が掲げられている。 

（２）被爆者援護法２条１項は、被爆者健康手帳の交付を受けようとする者は、

その居住地の都道府県知事に申請しなければならないと規定し、同条３項

は、都道府県知事は、申請者が被爆者援護法１条各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、その者に被爆者健康手帳を交付するものとすると規定

している。 

（３）被爆者援護法２７条１項本文は、都道府県知事は、被爆者であって、造

血機能障害、肝臓機能障害その他の厚生労働省令で定める障害を伴う疾病

（原子爆弾の放射能の影響によるものでないことが明らかであるものを除

く。）にかかっているものに対し、健康管理手当を支給すると規定し、同

条２項は、前項に規定する者は、健康管理手当の支給を受けようとすると

きは、同項に規定する要件に該当することについて、都道府県知事の認定

を受けなければならないと規定している。 

被爆者援護法２７条１項本文の規定による委任を受けて、原子爆弾被爆

者に対する援護に関する法律施行規則（平成７年厚生省令第３３号）５１

条は、造血機能障害（同条１号）及び肝臓機能障害（同条２号）に加え、

水晶体混濁による視機能障害（同条８号）ほか８の障害を掲げている。 

（４）そして、「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の判決に関しての

内閣総理大臣談話」（令和３年７月２７日閣議決定。以下「本件閣議決定」

という。）は、同月１４日の広島高等裁判所における「黒い雨」被爆者健

康手帳交付請求等訴訟判決について、「政府としては、本談話をもってこ

の判決の問題点についての立場を明らかにした上で、上告は行わないこと

とし、８４名の原告の皆様に被爆者健康手帳を速やかに発行することとい

たします。また、８４名の原告の皆様と同じような事情にあった方々につ

いては、訴訟への参加・不参加にかかわらず、認定し救済できるよう、早

急に対応を検討します。」と決定した。 

（５）本件閣議決定を受けて、令和４年３月１８日付け健発０３１８第８号厚

生労働省健康局長通知「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の「原

告」と同じような事情にあったと認められる者に係る取扱いについて」

（以下「本件局長通知」という。）は、本件閣議決定に記載のある「原告」

と同じような事情にあったと認められる者（以下「原告と同じような事情

の者」という。）に係る被爆者援護法１条３号の解釈及び運用について、

次のア及びイのいずれにも該当する者は、被爆者援護法１条３号に該当す
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ると認めることとすると定めている（本件局長通知の記・第一）。 

ア 以下の要件のいずれにも該当する者 

（ア）黒い雨を浴びた、黒い雨で服が濡れたなど、黒い雨に遭ったことが

確認できること（※１） 

（※１）申請者の個々の状況を踏まえ、黒い雨に遭ったことが否定でき

ない場合は、黒い雨に遭ったものとみなして取り扱うこと。 

（イ）黒い雨に遭った場所・時間帯、降雨状況、生活状況等が、「原告」

と同じような事情にあったことが確認できること。 

イ 造血機能障害、肝臓機能障害、水晶体混濁による視機能障害等の１１

種類の障害のいずれかを伴う疾病（原子爆弾の放射能の影響によるもの

でないことが明らかであるものを除く。以下「１１種類の障害を伴う疾

病」という。）にかかっている者（※２） 

（※２）１１種類の障害を伴う疾病にかかっている者とは、申請に基づく

審査において、現に１１種類の障害を伴う疾病にかかっていることが

確認できる者をいう。ただし、過去に白内障の手術を受けたことが確

認できる者（眼内レンズ挿入者）は、水晶体混濁による視機能障害に

かかっている者とみなして取り扱うこと。 

ウ そして、本件局長通知は、上記ア及びイについては、次のとおり確認

を行うことと定めている（本件局長通知の記・第二）。 

（ア）上記アについては、「被爆者健康手帳の交付事務について」（昭和

５１年３月１８日衛企第５号厚生省公衆衛生局企画課長通知）に留意

のうえ、 

・「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の第一審判決及び第二審判

決において「黒い雨」が降っていたことについて事実認定に用いられ

た資料（「原告」が「黒い雨」に遭ったことを事実認定する前提とし

て同訴訟の第一審判決及び第二審判決で用いられた部分に限る。） 

・「黒い雨」に遭った当時の居住地や通学先、勤務先の分かる書類等 

を基に、個々の事情を踏まえて確認すること。 

（イ）上記イについては、健康管理手当の支給要件である障害を伴う疾病

の有無の認定における確認方法に準じて確認すること。 

なお、診断書は原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則様

式第１９号に定める診断書（健康管理手当用）を流用して差し支えない。 

エ さらに、「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の「原告」と同



 

4 

じような事情にあったと認められる者に係る取扱いについて」（令和４

年３月１８日健発０３１８第８号厚生労働省健康局長通知）に係る補足

説明」（令和４年３月２３日（水）、２４日（木）、厚生労働省健康局

総務課原子爆弾被爆者援護対策室）は、黒い雨に遭ったことを確認する

に当たっての留意点として、上記アの（イ）のうち、黒い雨に遭った場

所が原告と同じような事情にあったことの確認方法について、「１ 宇

田氏、大瀧氏、増田氏による調査・報告等（判決で「黒い雨」が降って

いたことについて事実認定に当該用いられた部分に限る）の裁判資料を

基に、黒い雨が降っていた場所が、原告と同じような事情にあったかを

確認。」、「２（１に該当しない場合）判決で黒い雨が降っていたこと

について事実認定に用いられた資料（当該用いられた部分に限る）を基

に、個々の事情を踏まえて確認。」とし、「「黒い雨」被爆者健康手帳

交付請求等訴訟の第一審判決及び第二審判決において「黒い雨」が降っ

ていたことについて事実認定に用いられた資料」として、次の四つの資

料を挙げている。 

（ア）宇田氏による調査・報告 

第一審判決資料 

・Ｐ２２９～２３４（注：第３章の第４の「２「黒い雨」降雨域につ

いて」の「（１）宇田雨域について」） 

・Ｐ３１２（注：「別図表１ 宇田雨域」） 

（イ）増田氏による調査・報告 

第一審判決資料 

・Ｐ２３４～２３７（注：第３章の第４の「２「黒い雨」降雨域につ

いて」の「（２）増田雨域について」） 

・Ｐ３１３（注：「別図表２ 増田雨域」） 

（ウ）大瀧氏による調査・報告 

第一審判決資料 

・Ｐ２３７～２４０（注：第３章の第４の「２「黒い雨」降雨域につ

いて」の「（３）大瀧雨域について」） 

・Ｐ３１４（注：「別図表３ 大瀧雨域」） 

（エ）Ｂ 

Ｃ資料 

・頁ａ 
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・頁ｂ 

・頁ｃ 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

（１）審査請求人は、昭和１３年ｄ月ｅ日生まれで、原子爆弾投下の当時、７

歳であった。 

（戸籍謄本（筆頭者：D）） 

（２）審査請求人は、令和６年７月１７日付けで、処分庁に対し、昭和２０年

８月６日、Ｅ地ｆ番地の当時の自宅から母と妹と３人でＦ農協に行った帰

りに黒い雨に遭ったと主張して、被爆者援護法２条１項の規定に基づき、

被爆者健康手帳の交付の申請（本件交付申請）をした。審査請求人が被爆

者健康手帳交付申請書に添付した令和６年７月１１日付けの診断書（健康

管理手当用）には、障害の種類は「水晶体混濁による視覚機能障害」、疾

病の名称は「白内障」、水晶体混濁の発生に関し特記すべき事項としては

「放射線の影響が考えられる」と記載されていた。 

   （被爆者健康手帳交付申請書、申述書（黒い雨体験者用）、「Ｘの被爆者健康

手帳交付申請について」（受付番号：ｇ）と題する書面、被爆者健康手帳

（黒い雨）の交付申請に係る聴取票、診断書（健康管理手当用）） 

（３）処分庁は、令和６年１０月１１日付けの通知書により、審査請求人に対

し、本件交付申請を却下する処分（本件却下処分）をした。 

上記通知書には、却下の理由として、被爆者健康手帳交付申請書等の内

容を確認したところ、被爆者援護法１条３号のうち、「原告と同じような

事情の者」に該当するとして手帳交付申請をされていると判断されるため、

上記第１の１の（５）のア及びイのいずれの要件にも該当するか否かにつ

いて検討したが、審査請求人が「黒い雨」に遭ったと申述するＥ地で「黒

い雨」が降ったことが確認できる資料は見当たらず、上記第１の１の（５）

のアの要件に該当することが確認できず、したがって、被爆者援護法１条

３号に定める身体に原子爆弾の放射能の影響を受けるような事情の下にあ

ったことが確認できないことから、本件交付申請は、被爆者援護法１条に

該当しない旨が記載されていた。 

（「被爆者健康手帳交付申請の却下について（通知）」と題する書面） 

（４）審査請求人は、令和６年１０月３０日付けで、処分庁を経由して、審査

庁に対し、本件却下処分を不服として本件審査請求をした。 
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（審査請求書） 

（５）審査庁は、令和７年５月２１日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却

すべきであるとして諮問（令和７年度諮問第９号。以下「前回諮問」とい

う。）をした。 

（前回諮問に係る諮問書及び諮問説明書） 

（６）審査庁は、令和７年６月２４日、当審査会に対し、前回諮問に係る審査

請求事件について、「諮問した内容を改めて精査する必要が生じた」とし

て、前回諮問を取り下げた。 

（「諮問の取下げについて」と題する書面） 

（７）審査庁は、令和７年７月４日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却す

べきであるとして本件諮問をした。 

（本件諮問に係る諮問書及び諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

 昭和２０年８月６日の朝、母と妹と３人でＦ農協に行く途中、当時の自宅

を出て２００メートルほど出たところでピカッと光り、まもなくドーンと大

きな音がして、真黒い雲がモクモクと高く上り、恐ろしいので母に抱き付き

ながら恐る恐る同農協に行った。だんだん黒い雲が雨になり、びくびくしな

がら母の里に寄った。妹とおそろいのワンピースを着ていたが、服の柄が点

々とシミのようになっていた。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 本件審査請求については、審査請求人がＥ地で「黒い雨」に遭ったか否か

を判断する必要があるところ、本件局長通知の第二の１において、「黒い雨」

に遭ったことについては、「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の第

一審判決及び第二審判決において「黒い雨」が降っていたことについて事実

認定に用いられた資料（「原告」が「黒い雨」に遭ったことを事実認定する

前提として同訴訟の第一審判決及び第二審判決で用いられた部分に限る。）」

等を基に、個々の事情を踏まえて確認することとされている。 

２ 当該判決においては、降雨域を確認するための資料として、①宇田氏らに

よる調査・報告（※１）、②大瀧氏による調査・報告（※２）及び③増田氏

による調査・報告（※３）が用いられているところ、①の宇田氏らによる調

査・報告の降雨域は、②の大瀧氏による調査・報告の降雨域及び③の増田氏

による調査・報告の降雨域に含まれているため、本件審査請求において確認

が必要なのは、②の大瀧氏による調査・報告及び③の増田氏による調査・報
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告である。これに加え、Ｅ地の当時の状況を示した資料も確認する必要があ

る。 

（※１）宇田道隆氏らが昭和２０年８月から１２月までに収集した資料を取

りまとめたもの。日本学術会議「Ｇ調査報告集」において、「Ｈ調査

報告」として公表された。 

（※２）大瀧慈氏がアンケート調査結果を統計解析し、Ｉ市の「Ｊ報告書」

において報告した降雨域 

（※３）増田善信氏が住民に対する聞き取り調査等に基づき作成し、「Ｋ資

料」において報告した降雨域 

３ 審理員意見書は、「「黒い雨」降雨地域図、増田雨域、Ｂ及びＬ町誌」を

確認し、「請求人が被爆したとされるE地において、黒い雨が降ったことを客

観的に確認することはできない」としているところ、この「「黒い雨」降雨

地域図」が②の大瀧氏による調査・報告の結果であり、「増田雨域」が③の

増田氏による調査・報告の結果であり、「Ｂ」及び「Ｌ町誌」がＥ地の当時

の状況を確認できる資料であるため、審理員は、本件局長通知に基づき必要

な事実確認を行っている。 

４ したがって、本件処分には違法又は不当な点はないため、本件審査請求を

棄却するものである。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

  一件記録によると、本件審査請求から本件諮問に至るまでの一連の手続に

特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件却下処分の違法性又は不当性について 

（１）本件においては、審査請求人が「黒い雨」に遭った者として被爆者援護

法１条３号に規定する「身体に原子爆弾の放射能の影響を受けるような事

情の下にあった者」に該当するか否かが問題になっているところ、本件局

長通知が定める要件（上記第１の１の（５））のうち、１１種類の障害を

伴う疾病にかかっている者であることについては、審査請求人が水晶体混

濁による視機能障害を伴う白内障にかかっていることにつき、処分庁が本

件交付申請に係る審査において判定しているので（「Ｘの被爆者健康手帳

交付申請について」（受付番号：ｇ）と題する書面）、審査請求人が、本

件局長通知が定める他の要件、すなわち、①黒い雨を浴びた、黒い雨で服

が濡れたなど、黒い雨に遭ったことが確認できること及び②黒い雨に遭っ
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た場所・時間帯、降雨状況、生活状況等が、本件閣議決定に記載のある

「原告」と同じような事情にあったことが確認できることのいずれにも該

当するか否かが問題となる。 

（２）審査請求人は、当時の自宅からＦ農協に行った帰りの路上で黒い雨に遭

ったと主張しているので（なお、審査請求人は、上記の農協の場所につい

て、自宅から２００メートル程度離れたところにあるとしている（被爆者

健康手帳（黒い雨）の交付申請に係る聴取票）。）、審査請求人が黒い雨

に遭ったとする場所について検討する。 

ア 本件局長通知は、黒い雨に遭った場所等が「「原告」と同じような事

情にあったことが確認できること」（上記第１の１の（５）のアの

（イ））の確認方法として、「被爆者健康手帳の交付事務について」

（昭和５１年３月１８日衛企第５号厚生省公衆衛生局企画課長通知）に

留意のうえ、 

・「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の第一審判決及び第二審判決

において「黒い雨」が降っていたことについて事実認定に用いられた資

料（「原告」が「黒い雨」に遭ったことを事実認定する前提として同訴

訟の第一審判決及び第二審判決で用いられた部分に限る。） 

・「黒い雨」に遭った当時の居住地や通学先、勤務先の分かる書類等 

を基に、個々の事情を踏まえて確認することと定めている（上記第１の１

の（５）のウの（ア））。 

そして、「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求等訴訟の「原告」と同じ

ような事情にあったと認められる者に係る取扱いについて」（令和４年３

月１８日健発０３１８第８号厚生労働省健康局長通知）に係る補足説明」

（令和４年３月２３日（水）、２４日（木）、厚生労働省健康局総務課原

子爆弾被爆者援護対策室）は、黒い雨に遭ったことを確認するに当たって

の留意点として、上記第１の１の（５）のアの（イ）のうち、黒い雨に遭

った場所が原告と同じような事情にあったことの確認方法について、「１ 

宇田氏、大瀧氏、増田氏による調査・報告等（判決で「黒い雨」が降って

いたことについて事実認定に当該用いられた部分に限る）の裁判資料を基

に、黒い雨が降っていた場所が、原告と同じような事情にあったかを確

認。」、「２（１に該当しない場合）判決で黒い雨が降っていたことにつ

いて事実認定に用いられた資料（当該用いられた部分に限る）を基に、個

々の事情を踏まえて確認。」とし、「「黒い雨」被爆者健康手帳交付請求
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等訴訟の第一審判決及び第二審判決において「黒い雨」が降っていたこと

について事実認定に用いられた資料」として、上記第１の１の（５）のエ

の（ア）から（エ）までの四つの資料を挙げている。 

イ これを本件についてみると、上記第１の１の（５）のエの（ア）から

（ウ）までで挙げられた資料（第一審判決の第３章の第４の「２「黒い

雨」降雨域について」の「（１）宇田雨域について」、「（２）増田雨

域について」及び「（３）大瀧雨域について」）には、Ｅ地に「黒い雨」

が降った事実を確認することができる記載は見当たらないし、①第一審

判決の「別図表２ 増田雨域」及び②平成２２年にＡ都道府県及びＩ市

が作成した「「黒い雨」降雨地域図」（上記第１の１の（５）のエの

（イ）及び（ウ）の降雨域を地図上に示したもの。）に審査庁が審査請

求人の当時の自宅の位置を表示した資料でも、審査請求人の当時の自宅

（Ｅ地ｆ番地）周辺に「黒い雨」が降ったことを確認することはできな

い。 

  また、上記第１の１の（５）のエの（エ）の「Ｂ」では、第２編「各

説」の第５章「関連市町村の状況」の第２節「各市町村」で、「第１項 

Ｍ地」から「第４３項 Ｎ地」までの４３市町村についての記載はある

ものの、Ｅ地の項は設けられていないので、Ｅ地に黒い雨が降ったこと

を確認することはできないし、合併したＥ地に関する記述を含む「Ｌ町

誌」をみても、「第２編 町域の歴史」の「第４章 近世」の「第１０

節 平和と戦争」の「五 大東亜戦争」に、「原爆」の項目はあるもの

の、Ｅ地に「黒い雨」が降ったとの記載は見当たらないので、Ｅ地に黒

い雨が降ったことを確認することはできない。 

そうすると、本件局長通知が定める、「「黒い雨」被爆者健康手帳交付

請求等訴訟の第一審判決及び第二審判決において「黒い雨」が降っていた

ことについて事実認定に用いられた資料」等を基に、Ｅ地における審査請

求人の自宅周辺に黒い雨が降ったことを確認することはできないといわざ

るを得ない。 

（３）審査請求人は、当時７歳であったところ（上記第１の２の（１））、当

時の自宅の付近にあったＦ農協に母及び妹と行った帰りに黒い雨に遭った

と主張し、これに沿う申述書を提出するほか、本件交付申請の審査の際に

も処分庁に対して同旨の説明をしているが（被爆者健康手帳（黒い雨）の

交付申請に係る聴取票）、当時一緒にいたとする者については、これらの
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者で被爆者健康手帳を交付された者はいない（被爆者健康手帳交付申請書）

ので、これらの者についての被爆者健康手帳の交付に係る資料により審査

請求人が黒い雨に遭ったことを確認することはできないし、母は平成１４

年に死亡したというのであって（被爆者健康手帳交付申請書）、母が当時

の状況を直接説明した資料は存在しない。審査請求人は、妹が作成した証

明書を提出しており、その記載には、母及び審査請求人とＦ農協に行った

帰り道で雨が降ってきたとあるものの、妹は当時５歳の幼児であり（戸籍

謄本（筆頭者：Ｄ））、その雨が「黒い雨」であったともされていないの

であって、これをもって審査請求人が黒い雨に遭ったことを確認するに足

りるものということはできない。 

審査請求人が提出したこのほかの資料をみても、審査請求人がＥ地で黒

い雨に遭ったことを的確に裏付けるというに足りるものは見当たらない。 

そうすると、上記（２）に述べたような事情の下で、なお、審査請求人

の主張に沿う供述に係る資料を基に、審査請求人が黒い雨に遭ったことを

確認することには、困難を伴うというべきである。 

（４）上記（２）及び（３）で検討したところによると、審査請求人が被爆者

援護法１条３号に規定する被爆者に該当すると認めることはできない。 

したがって、本件却下処分は、違法又は不当であるとはいえない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 
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